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現代社会においては、生話時閣が重要な主主盤的資源であることが認識されている。

我々は、総務庁の『社会生話基本調査報告J1986年販の公表テゃータをに活用し、

有業男女の生活蒔額を 5つの註分に分け、その時開設5分の分析を試みた。この様な

経諸学の枠組での生活持罰配分の実証分析は、新しい試みである。

時濁配分の決搭要因の検討により、いくつかの奥味を引く結果を得た。例えば、

(1)時間配分の議整パターンが男女で異なる(2 )男女の縫金格差が減れiま¥女性の

家事時開が減少する(3 )生活の時期的ゆとりは労働市場の状況によって左右される

(り結鰭市場の状況によって男女の役割が変わる、及び(5)努!設の通勤時間も

の生活時間の器三分を変えるなどである。

1. はじめに

おいて偶人の時間配分は、法続的に労働と余暇との聞の選択需器として

分析されてきた。しかし、人々の時間に対する需要は、労散と余患の瀧択だ，tで;ま

ない。労働以外の時間の使用は、家事時間(洗濯、掃輪、興物、膏克等)や、白出時

(レクリエーション、スポーツ、読書等)や、基礎生活時間(食べる、駁る、入浴

する等〉や、通勤時聞が考えられる。このようにいろいろな活動の為の詩語

る需擦を考えた持、労働供給が従来の研究とは到の撹点から説明できるし、又、労

鷲j;J外の時聞に対する需要が、新たに説明される。

我々は、有識の男性、事業の女性の時認に対する需要をとりあげたい。なぜ己主ら
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i工、国際的にみても日本の有業男女の時間の使い方は、 の平均とかなり

異なる。男性の長時間市場労働と艦端に少ない家事時間、又これとj敢に、女性の家

事時開の設さと自由時間の少なさと

女の持障配分の違いを明らかにする

る。この脊景を に検討し、嬰

吾的である。

な下、第2 この分軒の背景及。関連する誌の研究等;ごついて し、さ

らに、第3節で時間配分の決定と、第4節で推定方法等を説明し、第5節で統計分

析の期待される を示し、第6節で実際の統計分析結果について 7節男

女の時間配分の比較検討と、第 8節結論が、その後に続く。

2.分析の

日本の男女の時隈の慢い方を、北米及びミヨーロツノずの冨々と比較しながら、生活

時間の配分比率を悶 lにより簡単に説明する。 と女性のブルタイムとパート従

業者の時聞の使用を「基礎生活時間」 「家事時間J r自 に分

ける。(ただし、関 1では、労働時聞は通動時開を含む。)日本の男性の家事時間の

総時需に占める割合は平均して2.4パーセントで、それは遇168持認め内の4時間iこ

穏当する。これ誌、日本の次iこ乎均家事時間が少ない箆のその又半分以下であり、

男性の労犠時鰐が長い事が、関標しているといわれている。しかし、ぞれにもかか

わらず、日本の男性は女性の有業者に比べ、自臨時間も基礎生活時間もまえい。こう

した比較が日本の男性を異質なものと考えさせたり、女性の家事と

担"という設葉を生んだりする。又、女性のニ重負担の解決策として、

家事時間を増やす可能性‘を模索する事が注目される現密である。

芳1鴎供詰問題の読点から、いうまでもなく多くの時罷記分の密究がある。しかし、

日本で辻生活時顎に関する 利用して時間を鍛分化し、経済モデルの枠組みで、

に検討するのは、新しい試みである。日本における生活時間に対する研究は、

針議経済的分析ではなく、議に家政学や社会学の分野でなされている。

時間配分に関する海外における計量経済的分析の文献をみると、それら

は主に時間を、労動時間、家事時際、その{患の待関である余自民時関に分けてい

る o しかし、時間をさらに縮かし 7分裂して分粧を行う研交もある (Koore事

man & Kap1eyn (1987日。一段的に辻、時間に対する

として辻、賞金変数、 の変数(子供の

れているが、社会的ノルマが経済変数の係数に与える
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関1 主要罷(J)男女別にみた生活時間配分

{待機/遜)

号室 10% 20% 30% 40% 50完 60% 70% 80覧 90% 号号事

磁基礎生活時慾澗時制f口鶴湾総 翻自

出所)JEてrR00992; p.27)より作語文句
注 f:フルタイム p:ノマートタイム

a 男女とも室主主う人が対象、日本のみ女性ば塁走綴者に限っている c
b さま獲さ住j役時間一議波、決在言、食事などのさ主jぎを営むのに級協限必要な総f~柱。

c 我々の分析では、労総長善要望と通勤時間i;j:)JIJ々 にとりあつかっているが、この図では、労務j待僚に巡勤時
開会三会まれる。

d 隠潟草寺銭 主主湾問(1週間=168待問〉から基礎技j古持表選、労激待問、家事待関を議委し号|いた時間。

(Van der Lippe & Siegers (1994) )。

3.時間配分の決定モデル

以下で使用する時間配分の決定モデルは、 Becker(1981，1985)の研究 て

いる o Beckerの慌乏によ札ば、家麗の効期間数の要素となる消費財を生産する為

に家庭は外から購入する黙と、家臨のメンバーの時間を投入する。財と組み合わせ

る待関は、家事時関のみならず、自由時間や基礎生活時間等が含まれる c 家F厩

時関及び予算の制約の下で効用最大化の為に生産を

の舵分を決定するという韓議である。

その為に財の購入と時間

我々のモデルでは、生産関数;ま各家患に所与とするが、特定化しないc そして、

家庭の効舟は投入財を変数とする誘導型の効用関数を慌定する c
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V(Tlm，T2m-・・-Tn m ， T I f ， T 2 f ----T n f ， X， Z) (1) 

この家艇の効用辻、家庭の 2人の主たるメンバーによって代表される。 彼らは、

(m)と女性(f)で、共に市場労散を侯詮すると仮定する。 Tkiは市場労{障を捻くそ

の他の k (k= 1， 2，…討に j(j二二m，f)が一定の期 の障に楚う時間であるお X

は家庭が購入する財(合成財)で、 Z'ま家庭の外主主的特長や社合経諸環境を 。家

庭の時開・予算式;ま次式で表される。

X=2: WiToi 

公立2:Wi (Ti -2: T ki) (2) 

WJ ToJ'立市場労働に当てる待関、 そしてTiは一定期聞の総時間であ

る。 この時罷・予算制約式の下で、家庭が効活を最大化すれ丘、時間に対する

;ま次のよう えられる o

TikニTik(Wm， Wf ，Z) k=O .1.2--'-n (3) 

4. 推定式及ぴデータ

時間投入量の推定需要式の形式を次のよう 。

Tki (a，c) =sk Wm(a，c)十γkWf(a，c) 

十2:()lkiZ (a， c)十'f/ki(a， c) (4) 

a'ま年齢グループ、 d立都市・地域の指諜である。 ηiまかく その誌の変数

l立、 されている。

具体的には、生活時間の5つの区分の潤平均投入撃をのデータを1986年の「社会主

から し抽出した。対象は47の議庁所在地(大都市霞でおさか

えた4 会合む)に 2つの年齢区分の苓裁の男性と ある。 雲寺

題の 内容は、

(1)家事: 介護、 掃捻、 必需品の質物時間等

( 2 )労鵠:対価を受ttとって市場で働く時嬰

( 3 )基礎生話時龍:睡眠、身の回りの用事をする時間、食事の持題を合tJ

( 4 )臼由時間: 3活動及び、通勤時間以外の時間
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表 1 生活時間配分の加霊平均及び標準偏差値本

{持関/週)

男性 女性

平均 標準鍾議 平均 標準偏去を

家事詩関 1. 88 0.32 25.84 2.77 

市場労働待問 52.40 1. 95 36.89 2.92 

自由時間 36.46 1. 60 30.43 1. 94 

基礎生活跨問 71.10 1.17 71. 10 1. 39 

通勤持関 6.10 1. 49 3.65 0.85 

資料}社会主主活基本線交殺をを(1986)
主主) 象 25殺から 59高是までの有毒宅問女、 47のi襲，'T戸~主主主主

( 5 )通勤時開家避と職場揮の通勤時間

上記5活動の男女別時間の加重平均と様準稀差値は、議lに示されている。図 1

と間じように、男性の労欝時障が長く、女性の自由時間が少なく、又、男性の

時期が極めて短いことが自立つ。

(1)-(4)の活動時間変数iま内生約と考えるが、第 5番自の通勤時期は男性に

とって外生的変数とし、女性には内生的変数とした。それぞれの活動の時間投入

iこ対する需要の推定式 を略し次に恭される。

投入時開zα÷βWγ間十γWf-'-OIAGED 

会JOBS十ぬMIKONIミ十o4MTSUKIN十η (5) 

賃金のデータは、 1986年の ンサスJ の報告をもと 時訟を計算Lたの

従業員が5人以上いる企業規模で¥男女別、年齢別、都道府譲別の鶏業手当込みの

平均穫である 。そして、これを同年の「消費者物鍋指数年報sの禦庁滞在都市別

の消費者物構指数で議室主化した。

AGED， JOBS， MIKONIミ， MTSUKINはそれぞ、れ(4)式のZiと考える変数で

ある 。

AGED(ま年齢の夕、、ミ一変数である。年齢iま25歳-39議と40議-59議の 2つの年

齢グループ し、ダミ は前者的グループ。を Oとし後者を 1とした。 r社

会生活基本寵査報告」から捻出した地域iNデ…タには、配縄関イ系の[R分がないので¥

25議以下は、踏外した。なぜならば、 1985年の

性が96%、女-，全が91%未持である

によるとお歳以下は男

主主治時慢の配分 137 



、出所は、 1987年の f労犠読計要覧」

これだけは年齢区分がない。

都道野渠JjIJの有効求JOBS 

である。労橋市場の状況を示す指標として穫期した。

MIKO刊投は未婚の男性の、未婚の女性に対する比率である o 1985年の「国勢調

この変数は、結婚市場の状況を示した。査報告」から都道府県別に、年齢別に

す指標として使用した。

:MTSじ五INは男性の週語通勤時間であるO 最後の ηはかく

i之、以しかしながら、年齢と求入器率は黄金の決主要罷とも考える c そこ

と共立問時推定し

均十万lAGEDーπ2JOBS-ト7l'3JHRW 

(6) 十7l'4JCR十万5UNR十ε

i之、(6)式で、 JHR、JCRとUNRは、各都道府県別の有業者で高卒、

ある。入口;こ占める、大学J:J上卒の向毘等の教管機関

である。£辻賃金関数のかくデータの出所は、 1987年の

吉し項を表すむ

統計分析の期待される結果~. 

この表は、主;二既存の研究結巣る符号を表2囲揮式(5)から

これらのに定義されており、るo 我々のモデルから、鶏持される

通勤時爵については、し、 自由雲寺額、籍替と矛若し

事たらないむそこで、努f生の通勤時間が変動する場合を除い存の研究は誌とん

と逆の方向に動くとしと基礎生活時聞は、男性のて、男性の自

これた。また、女性については通勤時間と市場労働時聞が問じ方向に動くとした。

えたからである。い通勤時間が割に合わないとは市場労働時間が短いと、

男性の待関配合:ニ関する叙説5.1 

る穣り、男性の労働侯ンを実費黄金(Wm，Wf) :勢1:の労勢市議の参加ノすタ

は女性の賃金の変動に対して長fI与しないとされている(例え一較に男性ま

らないであろう。一方、を含むその他の時間もi工島田(1986))。従って

もある (JETRO(1992))。つまり、夫の家事時間に家事時間については別

の、棄の賃金の上昇に対しては正の反応をする。自己の賃金の上昇に対して
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表 2 推定式的期待符号と推定結果の比較

従潟変数

A.男性 家事時間 市場労選議時間 自由時間 基礎生活時爵

wm O O O O 

wf O O G O 

AGED 十 + 

JOBS 十叫 ** 十件 + 

MIKON豆 +** 当'*

MTSUKIN 一(+材}
*本 ** 率本

B.女役 家畿日寺部 市場労働時間 自由待問 葱礎生活待問 通勤終鶴

wm 十件 十 +(叫、 舗網*

wf *本
ωト ? +* ?十件 ωト本家

AGED 事事
ωト + +*本 十率

JOBS + *本 +料 十(一時}

MIKO説草 十家 十(一件) 十本本 羽院本

ぽTSUKIN +本市 羽齢期
一(+特}

後)( )[副脅総書急が手nまで、その符号が期待符号と主義なる場合
"IliH欝総長長が両iRg検後で5%レベルで有意
事 E若手議終身毛が両側検IE.で10%レベルで有意

ち倖

と妻の語訳騒に対する貢献度が去平になるよう 調整がなされるという考、明田E

え に基づいている。しかし、我々は実離の労欝市場の傾向を し、前者の考え

とる。

年齢ダミー(AGED):世代によって生活援式が異なると考える。年をとり体力

が衰え労働時障が減る。又、子侯逮が成長 も減る。

求人告率(JOBS): に労働時間の罷離がもっとも進ん は高 長鶏で

あった。それ以舜は労働生産，[全の成果は、時短へ丹請に配分きれなかった。その康

問として大橋(1990)は、自由時間(レジャー)の過ごし方がヲ忠実していない生活様式

や、職場の管理のあり方はも寒国があるとし しかし、バブル期には、

散者を薙保する 行ったこと等から考えると、バブル期以前立おいても、

時継が景気に左右されると考える。そこで女子景気には賃金率が一定であっても、

{艶持問の短縮が-J欝進むと考える。したがって、求人桂三容と市場労館時罷は負の関

係を示し、家事労働時龍を含むその他の持関とは正の関替を示すと考える。

未婚男女のよヒ率(MIKOKR)::恥cker(1973)辻、犬と妻の出由時間の

婚市場の状況に依存すると推i射した。 Grossbard-Schectman(1993，1995)辻Beck附

さ主ffii湾問の配分 139 



erの結掠モデノレを拡張し、結婚市場と家寵内外の労働洪給の分析を行った。

によれば、男性は女性に比べ人数が多ければ、結語から生まれる怠恵をより少なく

ttるc そして、家襲の時間配分は、女'設の抑みをより強く反映する。披女の実証

分析辻男罷が比較的多ければ、男性の労犠参加が上昇すると共に女性の労働参加が

減少するという結果を訴した。我々はこの考え方む碁づき、次のように予測する O

未婚男女の比率が上昇すれば、男性は結語市場で不幸せになり、より多くの時間を市

;こ{憂う o そして、男性のその地の生話時間は減ると考える。

男性の通勤時間(MTSUKIおい通勤時間が長い場合、その龍すべての活動持需

が極くなると鶏持する。

5命2 女性の碍問配分iこ襲する仮説

(税問、 Wf) :女性の労働参加は、給法的要悶 きな彰響を受ける(島

出(1986)、櫛口 (1991))。 女子の事業率が男子の年~又と負の相関を持つとい

うダグラスニ有沢の第一法到は、日本でも実証されている c この法則に諮っ

我々は、男性の黄金の上昇辻、女哉の市場労欝時開、通勤時間を減らし、

及びその他の時間を増加させると考えるG 女性自らの賃金上昇は、逆立、労働市場

への参加を増加させることが磯認されている(槌口 (1991)L したがって、市場労働

時間とi義務時熊の増加と、家事時間の減少を鶏待する。しかし、密出、基礎生活時

語については、告らの所得が増えるので所得効果があり、その増減についてははっ

きりしない。

年齢ダミー(AGED):子嘗てを終えると女性の労働供給が増えることがすでに

知られているQ そこで、市場労雷待問、通勤時霞辻、年齢が上がれ江増えると、

持するo しかし、その龍の時聞について辻男性問機、密告と基硝生活時需が増え家

ると考える。

求人倍率CJOBS):男性の場合と間 を鶏持する。求人倍率が増えると、子主

場労欝時間、通勤時間が減り、その億の時聞が増えると考える o

未婚勢女の比率(MIKONR):男性の場合とは逆の結果をもたらすことになる。

この比率が上昇すると、話題市場で有利になった女性は、市場労f爵時間、 j議動待揮

が減り、家事時簡を含むその他の時開が増える c

男性の通勤時間(MTSUKIN):男'性の通勤時間は、家族、そして棄の時罵艶分

に影響を与える(伊藤*天野 (1989)) 。特に男設の通勤時聞が長くなれば、女，[~主の家

事が増加し、市場労働時間を の他の時間が減る。
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6.統計分析とその

去を活動時間に対する需要関数と賃金議数辻三段階最小こ乗法により同時誰定した。

同時推定を行う糧自は、時賠記分と賃金i二年齢と求人倍率という が共通し

ているからである。三段階の推定が必要となるのは時開制約の為である。この制約

の下で辻、それぞれの議嬰関数の霞立相互依存の関保が生じるのである。

統計分析の結果は表3に示されている 。又、表2にも誰定結果の符号毒事が示さ

れている。全体の結果は議足のいくものである c システム加重

多くの変数が統計的に有意である。

く(0.996)、

と期待持号を表2で比較して見れば、女性の基礎生活者寺龍以外は、

たい鶏得通りの符号となった。以下で¥な要因別、及乙夕、男女別に推定結巣を見

でいく。結果の意味をわかりやすく寸るため、表4でそれぞれの活動時間に対する

統計的に有意な変数の加重平均弾力性値を求め、これを参考とする。表4の時障.

分は l潤悶の合計を単f立とする。

6.1 輿性の碍聞配分岳会新結果

期待さ

を与えとといようである。

り、男性と女性の間賃金は男性の時間配分に彰響

求人器翠:労働市場の状況は男性の基礎生活時間むタトの時間配分に有意な彰響を

える。その影響を表4における、求人法率の弾力性髄で比較すると、家事、市場

労働、自密時間の求人倍率弾力性髄は大きく;まないが、そのなかでは家事時間がよ

く反応、する。求人告率が10%(求人倍率の場合決して大きな変化ではない)増加し

時の平均活動時聞の変fとで見ると、 は2分場、市場労働時間は12分減、自

由時間は9分増となる。市場労働時間の弾力性の絶対犠が小さいにもかかわら

も大きな変化を ;土、平均労働時聞が長い為である。逆に家事時間は弾力性

f重が比較的大きくとも、平均家事時間が短い為変花が小さい。

の比率:この比率の上昇辻、努院の市場労畿持関を増やし、富由時間を

減らす。上記同様の手法で¥これらの活動時間の未婚男女のよと準の弾力性議を

ると、そ札迂ど大きなf直iまないが、この比率が10%上昇した時の平均活動時間の変

化で見ると、市場労働時間が9 し、自由時間が9分減少する。

男性の通勤時間:こ は金活動時調 を与える結果を 家事、市場

労散、議恵、基礎生活時期の通勤時間に対ゴする弾力性龍詰小ざい。しかし、
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表 3 時時配分の推定結果

従属

A. 君主導器時間 市場労鈴善寺閤 自

INTERCEPT 2.618 53.973 41.814 69.850 10.733 

(0.000)権移 (0.000)ホホ (0.000)叫 (0.000)布市 (0.000)村

WW -0.021 0.113 0.041 0.004 

(0.756) {仏737) (0.896) (0.983) 

Wf 叩0.092 O.告25 “0.432 0.304 

(0.267) (0.951) (0.260) (0.219) 

AGED -0.254 -1.837 0.296 1.297 7.940 

(0.360) (0.181) (0.816) (0.117) (0.000)** 

JOBS 0.516 -3.056 2.295 0.221 2，017 
(0.000)“ (0.000)*' (0.000)術吻 (0.524) (0.000)** 

斑IKON託 ゆ0.041 1.059 -0.993 布告.089

(0.486) (0.000)ホホ {仏000)時 (0.611) 

MTSU五四 0.053 。‘341 開0.342 制0.374

(0.014)*欲 (0.002)** (0.001)“ (0.0告。)*市

JHR -14.040 

(0.000)ホ*

JCR ー11棒906

{仏021)**

主罪主 11.293 

B. 通勤雲寺綴

I言TE主CEPT 18.637 47.604 31.257 66.726 3.547 5.914 

(0.000)村 (0.む00)** (0.000)本市 (0.000)** (0.000)牟$ (0.000)傘倉

Wm 2.771 制0.631 ー0.879 -0.803 叩0.652

(0.000)傘* (0.219) (0.082) (0.む08)毒事 (0.000)** 

W' 叩4‘114 0.617 1.229 1.614 0.929 

(0.000)** (む‘323) (0.046)* (0.000)仲 (0.000)** 

AGED 8.203 3.798 告.835 3.313 1.256 4.647 

(0.006)** (0.070) (0.681) (0.007)料 (0.041)傘 (0.000)** 

JOBS 1.850 -3.037 2.924 団1.495 ω0.362 1.357 

(0.144) (0.001)“ (0.001)牟$ (0.004)傘* (0.172) (0.000)存率

滋IKONR 1.323 -0.234 糊1.341 0.816 “0.319 

(0.030)戦 (0.594) (仏003)本噂 (0.002)曾市 (0.014)権取

MTSUKI主 0.884 -1.120 0.077 -0.111 0.213 

(0.000 )療禦 (0.000)*市 (0.621) (0.227) (0.000)村

冴IR 開7.389

(0.000)事移

JC主 9.100 

(0.015)機事

UN長 14.954 

(0.000)事戦

:主) ( ) P;]~童文笈は、パラメーターがセ、\:1である~議委事仮説。〉何?との t 伎の事室主葬儀 (fJ va1祖eof“t" test) 
**lIDl選結果が潟測検定で5%レベjレで有意
溢悶i毒李主主義が問機検波で10%レベルで平nま
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表 4 活動時間の加議平均弾性値と蒋鱈/週の変化

変化の重要閣 活動時間

の区分

活動時践の変化 a

(時間.分/週〉

活動時間の加

平均弾性総

A 男性

JOBS 
間拙吋

糊
料
館
閲

持

労

時

事

場

自

家
主
市
自

MIK:O芸E 市場労働持関

白 E接待問

MTSUKIN 
関

問

時

町

時

総

働

問

活

時

労

終

生

ふ
事
場
内
側
礎

家

市

自

基

s ‘ 女性

w偲
間持

鰐

活

問

時
生
批
吋

州
製
礎
動

家
基
一
通

wf 室長著書時間

自由雲寺間

基礎生活狩開

通勤時間

JOBS 隠
開
岡

持

時

結
縄
問
活

労

時

生

場
・
問
縫

士
市
白
茶
一

MIKO露五

雪
副
サ

F
炉
ト
i
l
l
-
時

間
間
間
活
問

時

時

生

時

事
践
礎
勤

家

自

義

過

護TSUKI封
間待

問

綴

鶴

湾

労

時

一
祭
場
勤

家
瀬
一
縫

0.182 
-0.039 
g調 042

0.02 
90.12 
0.09 

0.029 
-0.039 

0.09 
90.09 

O. 172 
0司 040

命 0.057
-0.032 

0.02 
90. 12 

vO‘13 
i7 0.1生

1.653 
O. 174 
-2.752 

0.26 
i70.07 
vO恥06

ー:舗 518
0.385 
o . 216 
2調 425

i7 0.23 
0.07 
0.09 

9‘05 

0.055 
0.064 
0.014 

i7 0.12 
0.12 
90‘06 

0.072 
-0.062 
0.016 

叩 0.123

O. 11 
90. 11 

c ‘07 
90.03 

0.204 
曲 0.181

0.348 

0.32 
i70.40 
0.08 

注) a 

V 

活動日寺隠(1)変化は、 wm と Wf~ま 1%、その後の変化努閃が10%上孝子したときに対応する。

活数時間の減少を三氏す記号

れ、 2分増、 12分減、

間が10%(週30分程度)増加した場合辻、家事、市場労動、 島岳、基礎時間がそれぞ

13分減、 14分減となる。通勤時慣が増加すると家事時間が増

加するのは期持に反するが、 その廃協は分析に都議府県，&IJクロスセクション・デー

タをイ愛っている あろう。大都市部と地方麗

は内J を反映すると考えられる

す わち は外、女
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6.2 女性の時間記分の分析結果

:この黄金の上昇は、女控の家事時聞の増加、そして、基礎生活時間、

通勤時構の減少をもたらす。これを平均弾力性鑑で見ると、家事と鴻勤時間誌比較

約大急い反応、を訴す値になる。さらに男性賃金が、 l見上昇した時の時間調整で見

れば、家事時間の26分増、基礎生活の?分減、通勤の 6分i践となる。増議時間の

ヤツプ辻、市場労働時開の減少によってうめられると見られるが、ここで辻統計

約に有意ではなく、協のデータでさらなる検討が必要である O

女建の賃金:男性賃金以上に、自らの議金lま多くの活動の時間配分に影響を

る。符号も

詣岳、

りの結果誌なった。自ら丹黄金が上昇すると、家事時聞が滅り、

通勤時間は増揺する。平均弾力性寵は、持i生賃金の弾力性と同様、

家事と通勤時間について比較的大きな寵となっている。女'設の賃金が1見上昇Lた

時の、時間グコ譲撃で見ると、家事時間の23分の減、自a3時間の 7分増、基礎生活時

鵠丹9分増、 i義務の5分増となる。特に家事に対しては、男性と女色の賃金の保数

は正反対のサインで示さ札る事が注意をきiく。男女の葉金諮室長が小さくなれば、男

性の家事時間泣変わらず、女性の家事時間のみが減る。したがって、女性の家事喪

主の辻本も減少するが、これは女笹の時間調整のみむよる現象である。又、女性の

自由時間が増額する事もj主自される。

年齢ダミー:期待通りのサインであり、家事、碁礎生活、 i義務時間で統計的に著

となっ

求人情率:求人イ脅さ容が10%増加すると、市場労働、自由、基礎生活時諮が、ぞれ

ぞれ12分減、 6分減となる。碁礎生活持艶の符号は期待とJXするが、自指

と合わせると、合計6分の増加となり、労融市場が好転すると生活にゆとりが

できる事を

未婚勢女のよ七三事:係数のサインのみを比較すると、自曲時間のf嘉数をのぞき、

女のサインは反対となった。女性の自由時間は、期待立1乏して減少Lた。未婚の明

女比率が10%増加すれな、家事時聞は11分増、自由時間は11分減、基礎生活誌7分

通勤時諮は3分減となる c

男性の瀦勤時龍:努性の通勤時障の増却の女性への主な影響は、家事時間が増加、

市場労散時揮が減る事である。野性の通話時間が10%増加すると、女性の家事時隣

が32分増加、市場労働時間が40分譲少する。そのfおこは、通勤時鵠が8分増加する

が、これは北端な地理的条件に基づく組関関係と考える。
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7 .男性と女註の結果の比較検討

時間配分の推定結果(表2及び表3)から、男性と女性の時間配分のパター

く異なる事がわかる c 女性辻、説明変数によく茂惑して、時間記分を変える。しか

はそれに比べ畏正、しない。特に、女性は家事、基礎生活、通勤時艶での調整

をよく行う。

男女の市場労{勤時間について考察しよう。男性の市場労散時間辻、賞金を含む外

生的要国に対して一般に変わらないと考えられている。しかし、この論文では求人

未婚男女の比率、自らのi漁鼠勤時語に対して有意に反j花i主5

女性の市場労働時障lはま求人f箭昔率と男，性のi遥蓋勤E時寺間に対してのみ干存子窓に反}応;在与した。

しかし、女性の通勤時間を見ると、通勤時聞は求人領率以外のすべての要呂に反感

することが京された。したがって、女性の市場労働時間と通勤時聞を含む総合労働

時間では、重金を合むいろいろな袈悶によく良部すると考えられる。

自由時間について見れば、求人信率と未婚男女のよと惑じおいて男女共に有意であ

る事が示されている。しかも符号が一致する。つまり求人倍率が増加すれ沼、自由

時聞が男女実に増加する。又、未婚の男女比率が増加すると、男女共に自

減少する。従って、間性が自 を同じ方向 しでいる事を示す 。

8. まとめ

この論文の分析結果の中で新たに判明した興味諜い結果は、次の5点でまとめて

おく。

(1) 時障配分の調整パターンが男女で異なる。特に女性は活動時調の鯛整に家事、

基礎生活、通勤時聞をよく使う o

(2) 勢i定の賃金が増えると、女性の家事時間が増え、通勤時間が減る。しかし、女

性の賃金が増えると、反対に女性(J)家事時間が減り、議勤時聞が増える。

(3) 有効求人稽率が上昇すると、男女の自由時間が増え生活のゆとりに効果がある。

出未婚の男女比率がよ持すると、男性は市場労働時簡を増やし、女性辻家事と

礎金話時間を

(5) 野性の通勤時間が女性の生活時間配分を大きく左右する。

さらに、家族単設のデータが利賠可能になれ培、家族全員の収入の懇巣や、家族

構成、職業等の影響も検討可能になる。これは今後の課題である。
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最後にここでの結果が、日本における生活の時間的ゆとりや家事分担という

に対して、どのような意味を持っかを考えてみたい。

男性の時間的ゆとり、つまり、自密待問及び基礎生活時間の増加の為には市場労

働時間を短縮することが1つめ方法となる。この労働時間の時短に効果を持つの誌

有効求人骨率の上昇であり、その労勤時間の減少の大部分は自岳時間の増加となる。

もう 1つの方法は、通勤時間の殻絡である。通勤時需が減れば労憐時欝;ま増加する

が、ぞれ以上に自由、基礎生活時間が増加するので生活のゆとりの面ではブラス効

をもたらす。従って、大都市機誌の分散等、通勤時間の銀結のための有効な棄が

社会的に大きな意味をもっ事になる c

男性の生活時間のゆとりを減ら ;二{動く は未婚の男女比率である。推定

を、諜窮しだそデ、ルの枠組みで解釈をする践り、女性は自らが家でのんびり、

“達者で欝守がいい"を選訳する c 舟r:主の持罷的ゆとりは、女性の窓識に長存

るという事になる。

女性のニ重負担の解決築として男性の家事時間の増加辻期持できるのであろうか。

推定結果を見る譲り大きな鶏持を抱くことはできない。男性の家事時聞を増やす効

を持つ要因は有鶏求人倍率の上昇で、あるo しかL、その弾力性値ふべ…スも小

さいので、有効求人告撃がかなり上昇じないと大きな効果がない。そこで、男性の

一層の家事参訟は、本格的な持続性のある景気密礎がひとつの議提になる。

自らの家事時間は、男女の賃金格義が緯小すれば減少する。そして、女

性の密虫蒔聞や、基礎生活時間が上昇し、女性の時間的ゆとりが生まれるo 男性の

通勤時慢の銭縮も女性の家事時間の減少をもたらす。しかし、家事時間が減少する

分、市場労檎侍謂が増加するc むしろ、男性の長い通勤時聞が女性の市場労働供給

を説約しているといえる。もしも勢の通勤時間が短議されれば女性の市場労働時

聞が噂え、家事時間の合理化が進むと考える。

際的に器い水準にある有業女性の自由時簡について見れば、その増加は女懇の

震金の上昇と、有効求人倍率の増加とによってもfこらされる。そして未語男女の比

率の上昇が自由時聞を減らす。しかしながら、この場合男性にないもう lつのゆと

りの取り方が女性にある c ぞれは完全に自由な時間は増えないが、基礎生活時爵が

え、家庭内でゆっくり時間を過ごすことlこなる。欝単にいえ法、百本の有職男女

が共に、生活の時語的ゆとりをもっと楽しむ為には、撃かな重用機会、通勤時聞の

也捕、男女の黄金格悲の縮小、そして、結語生活における男女の役割に対する考え

方め変化が必要となる。
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注釈

本誌のレフェリ の深いコメントに感謝したい。篠原祥子氏、松弁利窓氏及び)11野学

織氏からは研究上の助カを得た。両著者は帝塚山学箇特別研究費(1994年度}の補助会受けた。

11) 家媛の構成喜子示す変数を含めていない。 の都道府県別、年齢別

1) ニューズウィークのお年4J=l29日長子。

2 ) 例えば、大竹(1992)は、家庭生活及び労働者の社会生活に、時務配分がいかに影響を与え

るか、詳細に研究している。そして、主婦による市場労働と家事労働のニ重負扱の改善と、

勢性の王子均労働時間の短縮はv 国家的政策であるどしている。

3 ) 例えば、 JETRO(19舎のはなぞ日本人勢佐の家事時間が少ないかについて、伝統的な社会

通念の他に、所得が劣る奏が家事をより多く笈担する必要があるからだとしている。

4 ) 家政学的アブローチの詳細かつ包括的な生活時間の分析としては伊藤・天野・森・大竹

(1983)及び伊藤・天野(198引を参照。独自に機発されたデータ々ットを利用する労作である。

社会学の分野では矢野(1995)を参照。)JHKによって実施されているヂ盟民生活時間続査s

を利Fおし、生活待問の配分及ぴ使用の問題を縮かく取り上げている。

)

)

)

)

 

m
b

点
V

内

i

虫
U

Juster & Stafford (1991)のサーベイ論文を参照。
Gronau (1986)はこの理誌をサーベイしている。

}れは Skoufias(1993)と同じアプローチである。

は19恒三Fの給条がある。しかし、この後の統計分析の為には、

教育変数を年齢別、都道府県別;こ「就業構造基本鶏査報告』より抽出する。この変数;土砂92

年にはとれないさ句、 1986年の「社会生活基本裁査報~利期する惑とした。

男性は通勤時障を殻繍する為に転職はしないと考える。しかし、女性は家庭における女性9) 

の役割の変化に応じて、通勤時簡を転職によって調整ナると仮窓する。

10) このモデルでは、男性とその配偶者が市場労働に参加していると仮定している。しかし、

配偶者が、専業主婦である努性を、データで分離する察はできない。もし、専業主婦なら、

時間の対鎌と のは、次警の策である。

公表のデ…;タは、家族構成加の区分はない。また、家族構戎別の室分がある表は、十分なサ

ンプル数がとれない。

12) これに対して、年齢が25蒸~39歳のグループで努性の米婚率は32%、女性i立、 20%。

が40議-59議のグループではそれぞrれのE容は約 5%及び10%であるの

13) つ2とり、これらの符長まは、採用したそデルから浬論的に導かれたものではないむその為に

は効用関数、生産関数等の多くの仮定が必要きとなる。 (Silberber忘(1的。}参照)

14) 推定には SAS/ETSソフトウェアを利用した。

15) この解釈は本誌のレフェリーの指摘に基づく。

16) 矢野(1995)によると、日本の夫婚は余暇時閉そ一緒に過ごさない傾向があるが、ここでの

結果は自由時間の増減に量的バランスそ取ろうとしている可能性合示している。

主主i際自寺濁Cl)語己分 147 



参考文紋

伊藤セツ・天野寛子綴(1錨9)w生活待問と生活様式」光生館

伊藤セツ・天野寛子・森ます業・大竹美主義利(1983)r生活時間」光生童書

(1持2)r既婚女子労働者の家庭生活問題J r大藤社会問題研究雑誌JN 0.408 (11) ， 

pp.223-49 

大橋勇雄(1990) J労働市場の理論s東洋経済新報社

島問靖雄(1986)r労働綾.iR学』モダン・エコノミクスs
JETRu (1992) r欧州、|主要霞の続人労働環境の動向とその経済的影響について」特別経済調査レ

ポート、平成4年度

樋口薬綾(1991)r日本経淡と就業行動J東洋経済新報社

矢野緩和編(1995)r生活時間の社会学一社会の時間・偶人の時間』東京大学出版会

忠告cker，G. S“(1き73)“ATheory of Marri昭e:Part 1，" ]ournal 01 Political Eco匁omy，Vo1.81， 

pp.813叩46.

B邑cker，G. S. (認81)A Treatise on the Family， H設rvardUniversity Press. 

Bec対r，G. S. (1985)“Human Capital， Effort，在ndSexual Division of Labor，" ]ournal 01 Lαbor 

Eco匁omics，J anuary Part 2.3(1)， pp. s33-s58. 

Gronau， R. (1986)“Home Production -A Survey，" Haηdbook of Labor Eco匁omics，Vol. 1 ， 

edited by U. Ashenfe1ter乳ndR. Layard， Elsevier Scienc控PublishersBV. 

Grossbard信忠告chtman，S. (1部3)0匁 theEconomics 01 Marriage， West村吉wPress. 

Grossbard.Shechtman， S. (1995)“Marriage Market ModelsプCh.6in The New Economics 01 

品'AmanBehavior，組itedby M. Tommasi and K. Ierulli， Cambridge University 

Just♀r. F. and F. Stafford (1991)“Th吃 Allocationof Time: Empirical Findings，日日havioral

Mo白ls，and Problems of Measur合m母nt，"]our刀al01 Economic Literature， V ol.XXIX， pp. 

471-522. 

Kooreman， P. and A. Kapteyn (1987)“A Disaggregated Analysis of the Alloc註tionof Time 

within the Househo1d，" ]ournal 01 Political Econ仰の， VoL95(2)， pp.223-24玖

Silberberg， E. (1990) The StnActu.re 01 Economics: A Mathematical A匁alysis，second巴dition，

McGraw-Hill. 

Skoufi在s，lζ (1993)“LaborMarket upportuniti母sand Intrafamily Time Allocation in Rural 

Households in South Asia，" ]ournal 01 D仰 elopmentEconomics， Vo1.40， pp.277-310. 

Van der Lipp日， T. and J. Siegers (1994)“Division of Hous合holdand Paid Labor b日tween

Partners:百台ctsof Rel託iveWage Rates and Socia1 Norms，"ぬ，klos，VoL47， pp.1l09-136“ 

148 B立与縫j斉研究 総32.1996.7


